
【様式第1号】

自治体名：上越地域消防事務組合

会計：連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 9,206,473   固定負債 1,819,043

    有形固定資産 5,247,401     地方債等 496,340

      事業用資産 4,773,225     長期未払金 -

        土地 214,292     退職手当引当金 1,322,703

        立木竹 -     損失補償等引当金 -

        建物 5,945,936     その他 -

        建物減価償却累計額 -1,887,608   流動負債 321,691

        工作物 809,628     １年内償還予定地方債等 131,901

        工作物減価償却累計額 -309,024     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 172,842

        航空機 -     預り金 16,949

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 2,140,734

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 -   固定資産等形成分 9,382,352

      インフラ資産 -   余剰分（不足分） -2,116,622

        土地 -   他団体出資等分 -

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 -

        工作物減価償却累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        建設仮勘定 -

      物品 3,280,451

      物品減価償却累計額 -2,806,275

    無形固定資産 -

      ソフトウェア -

      その他 -

    投資その他の資産 3,959,072

      投資及び出資金 -

        有価証券 -

        出資金 -

        その他 -

      長期延滞債権 0

      長期貸付金 -

      基金 3,959,072

        減債基金 -

        その他 3,959,072

      その他 -

      徴収不能引当金 -

  流動資産 199,991

    現金預金 24,112

    未収金 -

    短期貸付金 -

    基金 175,879

      財政調整基金 175,879

      減債基金 -

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -

  繰延資産 - 純資産合計 7,265,730

資産合計 9,406,464 負債及び純資産合計 9,406,464

連結貸借対照表
（令和7年3月31日現在）



【様式第2号】

自治体名：上越地域消防事務組合

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

  経常費用 3,211,553

    業務費用 2,999,414

      人件費 2,213,592

        職員給与費 2,029,983

        賞与等引当金繰入額 172,842

        退職手当引当金繰入額 -

        その他 10,767

      物件費等 781,521

        物件費 357,751

        維持補修費 60,139

        減価償却費 363,631

        その他 -

      その他の業務費用 4,301

        支払利息 1,891

        徴収不能引当金繰入額 -

        その他 2,410

    移転費用 212,139

      補助金等 8,852

      社会保障給付 -

      その他 203,287

  経常収益 128,350

    使用料及び手数料 10,944

    その他 117,406

純経常行政コスト 3,083,203

  臨時損失 0

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,843

    資産売却益 2,843

    その他 -

純行政コスト 3,080,360



【様式第3号】

自治体名：上越地域消防事務組合

会計：連結会計 （単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 7,283,376 9,282,405 -1,999,029 -

  純行政コスト（△） -3,080,360 -3,080,360 -

  財源 3,062,510 3,062,510 -

    税収等 3,059,234 3,059,234 -

    国県等補助金 3,276 3,276 -

  本年度差額 -17,850 -17,850 -

  固定資産等の変動（内部変動） 99,740 -99,740

    有形固定資産等の増加 389,486 -389,486

    有形固定資産等の減少 -363,631 363,631

    貸付金・基金等の増加 80,951 -80,951

    貸付金・基金等の減少 -7,066 7,066

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 - -

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 204 207 -3 -

  その他 0 - 0

  本年度純資産変動額 -17,646 99,947 -117,593 -

本年度末純資産残高 7,265,730 9,382,352 -2,116,622 -

連結純資産変動計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

自治体名：上越地域消防事務組合

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和6年4月1日
至　令和7年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 2,834,313

    業務費用支出 2,622,174

      人件費支出 2,199,983

      物件費等支出 420,300

      支払利息支出 1,891

      その他の支出 -

    移転費用支出 212,139

      補助金等支出 8,852

      社会保障給付支出 -

      その他の支出 203,287

  業務収入 3,084,937

    税収等収入 3,059,234

    国県等補助金収入 3,276

    使用料及び手数料収入 10,944

    その他の収入 11,483

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 -

業務活動収支 250,624

【投資活動収支】

  投資活動支出 403,794

    公共施設等整備費支出 389,486

    基金積立金支出 14,308

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 -

    その他の支出 -

  投資活動収入 9,907

    国県等補助金収入 -

    基金取崩収入 7,064

    貸付金元金回収収入 -

    資産売却収入 2,844

    その他の収入 -

投資活動収支 -393,887

【財務活動収支】

  財務活動支出 157,952

    地方債等償還支出 157,952

    その他の支出 -

  財務活動収入 279,200

    地方債等発行収入 279,200

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 11,359

本年度歳計外現金増減額 5,590

本年度末歳計外現金残高 16,949

本年度末現金預金残高 24,112

財務活動収支 121,248

本年度資金収支額 -22,015

前年度末資金残高 29,181

比例連結割合変更に伴う差額 -2

本年度末資金残高 7,164
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注記（連結財務書類） 

 

１ 重要な会計方針 

（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

①有形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･･････････再調達原価 

イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの･･････････････取得原価 

取得原価が不明なもの････････････････････再調達原価 

②無形固定資産･･････････････････････････････取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 

（２）有形固定資産等の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物（庁舎）・・・31年～50年  工作物・・・13年～15年 

物品    ・・・ 4年～15年 

②無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

（ソフトウェアについては、当組合における見込利用期間（5年）に基づく定額法に

よっています。） 

③リース資産 

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額

が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（３）引当金の計上基準及び算定方法 

①退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から退職手当組合への加入時以降の負担金 

の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、退

職手当組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額

を控除した額を加算して計上しています。 

 



②賞与等引当金 

翌年度 6月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当 

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（４）リース取引の処理方法 

①ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及び

リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

②オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（５）資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（歳計現金等の保管方法として規定

した預金等をいいます。）なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引

により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

（６）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

①物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50万円以上の場合に資産として計上して

います。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

ただし、「高度救命処置用資機材」「救助用資機材」のように車両と同時に一括整備し

た資機材については、それらに含まれる資機材の取得価額を個々に計上するのは困難

なことから、１事業単位ごとに１資機材として計上しています。したがって、１事業単

位ごとに計上した資産の中で、単独では 50万円未満のものも含まれています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

なし 

 

３ 重要な後発事象 

なし 

 

４ 偶発債務 

  なし 



５ 追加情報 

（１）連結対象団体 

新潟県市町村総合事務組合 

（２）連結方法 

比例連結（連結割合：0.0023280%） 

（３）出納整理期間 

地方自治法第 235条の 5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、 

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数 

としています。 

（４）表示単位未満の取扱い 

千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 


